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経済安全保障重要技術育成プログラム

経済安全保障の強化推進のため、シンクタンク機能も活用しながら、（中略）先端的な重要技術について、

関係省庁、研究機関、企業、専門家等の密接な連携のもと官民の力を結集して、実用化に向けた強力な支援

を行う新たなプロジェクトを創出。

統合イノベーション戦略2021 令和3年6月18日閣議決定

経済安全保障の強化推進のため、シンクタンク機能も活用しながら、先端的な重要技術について実用化に向けた

強力な支援を行う新たなプロジェクトを創出するとともに、重要な技術情報の保全と共有・活用を図る仕組みを

検討・整備する。

経済財政運営と改革の基本方針2021 令和3年6月18日閣議決定

政府文書の位置づけ

事業概要背景

○AI、量子等の先端技術を含む研究開発を対象に内閣府主導の下で文部科学省
及び経済産業省が関係府省庁と連携し、国のニーズ（研究開発のビジョン）
を実現する研究開発プロジェクトを実施。加えて、研究開発プロジェクトの
高度化等や個別技術を実現する個別研究テーマを併せて実施。

○研究成果は民生利用のみならず、成果の活用が見込まれる関係府省において
公的利用につなげていくことを指向。

○技術の進展が早いAI、量子等の先端的な重要技術について、複数年度にわた
り柔軟かつ機動的な運用が可能な枠組（公募による研究開発を行う基金）を
構築し社会実装に繋げる。

プロジェクト型

個別研究型

研究開発プロジェクト

個別研究
個別研究

研究開発プロジェクト

社会実装

総合的な
安全保障

市場創出
・拡⼤

将来令和4年度 令和5年度

令和3年度補正予算額 2500億円※

※関係府省予算額の合計

文部科学省 1250億円
経済産業省 1250億円

• ＡＩや量子など革新的かつ
進展が早い技術が出現する
中、経済と安全保障を横断
する領域で国家間の競争が
激化し、覇権争いの中核が
科学技術・イノベーション
となっている現況であり、
我が国としては遅れをとら
ないようにすべき。

• 世界の動向を見据えて、迅
速かつ機動的に技術を育て
る新たな仕組みが必要。
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２. 重要物資の安定的な供給の確保に関する制度（第２章）
国⺠の⽣存や、国⺠⽣活・経済活動に甚⼤な影響のある物資の安定供給の確保を図るため、特定重要物資の指定、⺠間事業
者の計画の認定・⽀援措置、特別の対策としての政府による取組 等を措置。

法律の趣旨

１. 基本⽅針の策定 等（第１章）
・経済施策を⼀体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する基本⽅針を策定。
・規制措置は、経済活動に与える影響を考慮し、安全保障を確保するため合理的に必要と認められる限度において⾏わなければならない。

法律の概要

経済安全保障推進法の概要（１／２）
（経済施策を⼀体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律）

国際情勢の複雑化、社会経済構造の変化等に伴い、安全保障を確保するためには、経済活動に関して⾏われる国家及び国⺠の安
全を害する⾏為を未然に防⽌する重要性が増⼤していることに鑑み、安全保障の確保に関する経済施策を総合的かつ効果的に推進
するため、基本⽅針を策定するとともに、安全保障の確保に関する経済施策として、所要の制度を創設する。

事業者の計画認定・⽀援措置特定重要物資の指定 政府による取組
・国⺠の⽣存に必要不可⽋⼜は国⺠
⽣活・経済活動が依拠している物資
で、安定供給確保が特に必要な物資
を指定

・⺠間事業者は、特定重要物資等の供給確保計画を
作成し、所管⼤⾂が認定
・認定事業者に対し、安定供給確保⽀援法⼈等による
助成やツーステップローン等の⽀援

・特別の対策を講ずる必要がある
場合に、所管⼤⾂による備蓄等
の必要な措置

その他
・所管⼤⾂によ
る事業者への
調査

３. 基幹インフラ役務の安定的な提供の確保に関する制度（第３章）
基幹インフラの重要設備が我が国の外部から⾏われる役務の安定的な提供を妨害する⾏為の⼿段として使⽤されることを防⽌す
るため、重要設備の導⼊・維持管理等の委託の事前審査、勧告・命令 等を措置。

・対象事業︓法律で対象事業の外縁（例︓電気事
業）を⽰した上で、政令で絞り込み
・対象事業者︓対象事業を⾏う者のうち、主務省令で
定める基準に該当する者を指定

事前届出・審査審査対象
・重要設備の導⼊・維持管理等の委託に関
する計画書の事前届出
・事前審査期間︓原則30⽇（場合により、
短縮・延⻑が可能）

勧告・命令
・審査の結果に基づき、妨害⾏為を防⽌するた
め必要な措置（重要設備の導⼊・維持管
理等の内容の変更・中⽌等）を勧告・命令
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・公布後６⽉以内〜２年以内（段階的に施⾏）

５. 特許出願の⾮公開に関する制度（第５章）
安全保障上機微な発明の特許出願につき、公開や流出を防⽌するとともに、安全保障を損なわずに特許法上の権利を得られる
ようにするため、保全指定をして公開を留保する仕組みや、外国出願制限 等を措置。

４. 先端的な重要技術の開発⽀援に関する制度（第４章）
先端的な重要技術の研究開発の促進とその成果の適切な活⽤のため、資⾦⽀援、官⺠伴⾛⽀援のための協議会設置、調査
研究業務の委託（シンクタンク） 等を措置。

外国出願制限

補償

技術分野等によるスクリーニング
（第⼀次審査）

・特許庁は、特定の技術分野に属する発明の
特許出願を内閣府に送付

保全審査（第⼆次審査）
①国家及び国⺠の安全を損なう事態を⽣ず
るおそれの程度

②発明を⾮公開とした場合に産業の発達に
及ぼす影響 等 を考慮

・指定の効果︓出願の取下げ
禁⽌、実施の許可制、開⽰
の禁⽌、情報の適正管理
等

保全指定

・個別プロジェクトごとに、研究代表者の同意を得て設置
・構成員︓関係⾏政機関の⻑、研究代表者/従事者 等
・相互了解の下で共有される機微情報は構成員に守秘義務

官⺠パートナーシップ（協議会） 調査研究業務の委託
（シンクタンク）

・重要技術の調査研究を⼀定の能⼒を有する
者に委託、守秘義務を求める

国による⽀援
・重要技術の研究開発等に対する
必要な情報提供・資⾦⽀援等

経済安全保障推進法の概要（２／２）
（経済施策を⼀体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律）

法律の概要（続き）

施⾏期⽇
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 ⺠間部⾨のみならず、政府インフラ、テロ・サイバー攻撃対策、安全保障等の様々な分野で今後利⽤可能性がある先端的な重要
技術の研究開発の促進とその成果の適切な活⽤は、中⻑期的に我が国が国際社会における確固たる地位を確保し続ける上で不
可⽋。

 このため、特定重要技術研究開発基本指針を策定するとともに、資⾦⽀援、官⺠伴⾛⽀援のための協議会設置、調査研究業務
の委託（シンクタンク）等を措置。

趣旨

概要

１．特定重要技術研究開発基本指針の策定及び国による⽀援
・政府は、特定重要技術の研究開発の促進及びその成果の適切な活⽤に関する基本指針を策定。
・本指針に基づき、特定重要技術の研究開発等に対し、必要な情報提供・資⾦⽀援等を実施。

特定重要
技術

先端的な技術のうち、研究開発情報の外部からの不当な利⽤や、当該技術により外部から⾏われる妨害等によ
り、国家及び国⺠の安全を損なう事態を⽣ずるおそれがあるもの
（具体的には、宇宙・海洋・量⼦・AI等の分野における先端的な重要技術を想定）

先端的な重要技術の開発⽀援に関する制度の概要（１／２）
（経済安全保障推進法 第４章）
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先端的な重要技術の開発⽀援に関する制度の概要（２／２）

・公布後９⽉以内

３．調査研究業務の委託（シンクタンク）
・特定重要技術の⾒定めやその研究開発等に資する調査研究を、内閣総理⼤⾂が⼀定の能⼒を有する機関（特定重要技術調査研
究機関）に委託し、守秘義務を求める。

２．官⺠パートナーシップ（協議会）
⑴ 協議会の設置
・国の資⾦により⾏われる特定重要技術の研究開発等について、その資⾦を交付する⼤⾂（研究開発⼤⾂）が、基本指針に基づ
き、個別プロジェクトごとに、研究代表者の同意を得て協議会を設置。必要と認める者を、その同意を得て構成員として追加。
※指定基⾦（経済安全保障重要技術育成プログラム（令和３年度補正予算））においては必置

⑵ 協議会の構成員
・研究開発⼤⾂ ・国の関係⾏政機関の⻑ ・研究代表者/従事者 ・シンクタンク 等
⑶ 協議会の機能
・研究開発の推進に有⽤なシーズ・ニーズ情報の共有や社会実装に向けた制度⾯での協⼒など、政府が積極的な伴⾛⽀援を実施。
・お互いの了解の下で共有される機微な情報について、協議会構成員に対し、適切な情報管理と国家公務員と同等の守秘義務を
求める。
※守秘義務の対象となる情報は、政府のこれまでの研究成果、サイバーセキュリティの脆弱性情報等を想定。
※研究成果は公開が基本。研究者を含む協議会が、研究開発の進展や技術の特性、政府インフラ、テロ・サイバー攻撃対策、安全保障等での利⽤に
おいて⽀障のある技術に関し、研究開発の促進⽅策や個々の技術の成果の取扱等を決定。

（経済安全保障推進法 第４章）

概要（続き）

施⾏期⽇
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先端的な重要技術の開発⽀援の全体像（イメージ）

基礎研究 社会実装技術成熟度（TRL）の⾼まり

守り・育成すべき先端技術 ニーズ省庁・
⺠間部⾨が⾏う

開発⽀援・社会実装

国⺠⽣活・
経済活動の
維持

●情報提供、資⾦確保等を国の施策として位置付け
 国は、基本指針に基づき、以下の必要な措置を講ずるよう努める
・情報の提供 ・資⾦の確保 ・⼈材の養成及び資質の向上 等
＜想定される特定重要技術＞
• 宇宙、海洋、量⼦、AI等の分野における先端的な重要技術

（例）衛星コンステレーション技術、海洋センシング技術

●特定重要技術研究開発基本指針の策定
 特定重要技術（※）の研究開発の促進及びその成果の適切な
活⽤に関する基本指針を閣議決定、公表

※先端的な技術のうち、研究開発に⽤いられる情報が外部に不当に利⽤
された場合等において、国家及び国⺠の安全を損なう事態を⽣ずるおそ
れがあるもの

・・・
○○
技術

△△
技術

××
技術

＜協議会＞ ＜協議会＞ ＜協議会＞

＜先端的な重要技術の開発⽀援のイメージ＞

●シンクタンクの分析・情報等を踏まえた絞り込み
 特定重要技術に関する調査研究を、⼀定の能⼒を
有する機関（特定重要技術調査研究機関）に委
託し、罰則付きの守秘義務を求める

＜想定される調査研究の内容＞
• 我が国の技術的強み
• 内外の研究開発動向・社会経済情勢 等

●基⾦による⽀援
 特定重要技術の研究開発等を⽬的とする基⾦を指定し、資⾦を補助
＜想定される基⾦⽀援＞
• 経済安全保障重要技術育成プログラムの活⽤

●協議会による伴⾛⽀援
 個別プロジェクトごとに、研究代表者の同意を得て設置
 構成員︓関係⾏政機関の⻑、研究代表者/従事者 等
 相互了解の下で共有される機微情報は、構成員に罰則付きの守秘義務を求める
＜想定される協議内容＞
• 政府や⺠間からの情報提供（ニーズ/シーズ）
• 社会実装の在り⽅・成果取扱いの検討

• 各種政府計画との接合（宇宙基本
計画、海洋基本計画 等）

• 関係省庁が保有するニーズ情報 等

宇宙、海洋、
量⼦、AI 等
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官⺠の潜在的な社会実装の担い⼿の関わりと技術流出対策

フェーズ１ フェーズ２ステージ
ゲート

成果・・・

プロジェクト毎に個別の技術の特性や技術成熟度等の
状況に応じて、適切な対策を措置

経済安全保障重要技術育成プログラム

フェーズ１ フェーズ２

フェーズ１ フェーズ２

ステージ
ゲート

ステージ
ゲート

ステージ
ゲート

ステージ
ゲート

双⽅向の意思疎通 双⽅向の意思疎通

技術流出対策

潜在的な社会実装の担い⼿となる関係省庁等が関わることのできる仕組み
（伴⾛⽀援（協議会））

※意思疎通も踏まえ、フェーズ毎に
研究内容や実施体制の⾒直しもあり得る

プログラムの運⽤にあたっては、シンクタンク機能による調査・分析も活⽤

 研究開発に潜在的な社会実装の担い⼿となる関係省庁等が緊密に関わることのできる仕組み
を構築

 プロジェクト毎に個別の技術の特性や技術成熟度等の状況に応じ適切な技術流出対策を措置

※未定稿

⺠⽣利⽤

公的利⽤

様々な主体が
本プログラムの成果を

それぞれ活⽤（社会実装等）




